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少子高齢化や過疎化等の社会情勢の変化に伴い，食料品店や交通機関，医療・福祉等の日常生活に不可

欠な生活インフラが弱体化している地域が増加している．これらの課題に対して各地でモビリティの確保

や移動サービスの提供などの取り組みが進められている． 
本研究では，地域住民の望むサービスが自ら移動することなのか，移動サービスを受けることなのかそ

の地域的な違いが存在するのかどうかについてアンケート調査を用いて検討し，今後の中山間地域などで

の地域の持続可能性に貢献するサービスの形態を模索した． 
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1. 背景と目的 

 

我が国では少子高齢化や過疎化等の社会情勢の変化に

伴い，食料品店や交通機関，医療・福祉等の日常生活に

不可欠な生活インフラが弱体化している地域が増加して

いる．特に中山間地域では，高齢化及び過疎化が顕著で，

車の運転ができなくなったり，家族等の支援を受けられ

ないために日常的な生活に支障をきたしている人々が多

く存在しており，経済産業省の推計によると，高齢者を

中心に全国で約600万人に上るとされている1)．また，全

国の小売店は年々減少傾向にあり2)，高齢化も急速に進

展していることから，今後も日常生活に支障をきたす

人々がますます増加していくと予想されており，このよ

うな地域住民の生活を支える支援や取り組みは緊喫の課

題とされている． 

そのような中で，買物分野においては国や自治体等に

よる様々な取り組みが行われており，経済産業省が2009

年に「地域生活インフラを支える流通のあり方研究会」

を発足させ，2010年に「地域生活インフラを支える流通

のあり方研究会報告書～地域社会とともにいきる流通

～」を公表しており，「商店街の維持」や「宅配サービ

ス・移動販売の促進」，「タッチパネル等の簡易な手段

によるネット販売システムの普及」，「公共交通手段の

確保」の必要性や，地域生活のインフラを発展させてい

くために，流通事業者や地方自治体等の地域の主体が連

携し事業を実施していくことの重要性を指摘している．

また，厚生労働省や農林水産省においても，宅配サービ

スの活用や情報提供等による対策の検討を始めている． 

一方，医療分野における施策の展開として，地域活性

化統合本部会合では，農山漁村等の基礎的条件の厳しい

地域で生活者としての暮らしに必要な医療・福祉のサー

ビスが受けられるよう，地域医療の確保を図るために

ICT（情報通信技術）を活用した遠隔医療を推進するこ

とを目標に掲げており3)，複数の地域では先進事例とし

て遠隔医療のプロジェクトも行われている． 

岡山県下でも，このような問題意識から，「買い物助

け合いプロジェクト」4)に代表されるような事業が進め

られている．このような取り組みは地域の持続可能性を

考える際に極めて重要な取り組みとなると考えられるが，

一方で，中山間地域において，これまで同様のサービス

を提供して来た地元の商店が後継者不足などにより存続

難に直面しているという事例も多く見られる． 

以上のように，買物・医療等における社会的な問題意

識は急激に高まっており，課題の顕在化とともにサービ

ス向上に向けた様々な取り組みが始まった段階にある． 

そこで，本研究では，地域の居住者がどのような形態

のサービスを望んでいるかを把握し，居住者が感じる価

値を明らかにすることで，地域で買物・医療などのサー
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ビスを提供する際の基礎的な情報を整理することを目的

とする． 

 

2. 分析対象地域とアンケート調査の概要 

 

(1) 分析対象地域 

本研究では，中山間地域を広く含み，中心部から高齢

化や過疎化の進展が著しい山間部まで幅広い地域特性を

網羅しており，かつ詳細な地域情報を入手できる岡山県

井原市を分析対象とする．図-1に示すように，全体的に

高齢化が進行しており，特に北西部では50％を超える地

域が多く分布している． 

井原市は，市町村合併により３つの自治体が合併して

成り立っているが，本研究では，井原市を旧井原市の中

心部（用途地域），旧井原市周辺地域（白地地域），旧

芳井町中心部（芳井中心部）と周辺部（芳井周辺部）お

よび旧美星町（美星地域）に区分して分析を進めていく． 

 

(3) アンケート調査の概要 

本研究では，買物・医療サービスに対する居住者の重

要度及びその要因を把握するために，井原市の居住者を

対象にアンケート調査を実施している．調査項目として

公共交通や移動販売の利用状況や活用意向等のサービス

に関する調査項目や個人属性等について尋ねている．表

-1にその概要を示す． 

 

3. 買物・医療における不便状況の実態把握 

 

本章では，今後の地域政策を検討していく前提として，

まず現在，買物や医療に対してどの地域のどのような居

住者が不便を感じているのかといった特徴を把握してい

く． 

まず，居住地別に見ていくと図-2，図-3より，買物・

医療共に「芳井郊外」や「美星」といった山間部で不便

を感じている割合が有意に高いことが示された． 

また，店舗や病院までの所要時間別に見ていくと，買

物に関しては図-4より，所要時間が11分以上の居住者で

は不便に感じている割合が有意に高くなる．一方，医療

に関しては図-5より，16分以上の所要時間がかかる居住

者では不便に感じている割合が有意に高くなることが示

された．これより，買物や医療といった活動目的の違い

により不便と感じる時間が異なることが読み取れる． 

以上の結果から，居住地，活動目的の違い等によって

不便さの感じ方が異なるという傾向が明らかとなった．

このことからも買物・医療支援を検討していく際には，

それぞれの地域の実情を考慮したサービスを提供してい

くことが重要であり，次章においては，買物・医療サー

ビスに対する居住者の価値構成について分析していく． 

 

4. 買物・医療サービスの重要度の要因分析 

 

本章では，居住地特性を踏まえた分析を行っていく．

地域分類に関しては，4章で使用した5地域の特徴から，

「中心部」（用途地域，白地地域，芳井中心部）「郊外

部」（芳井郊外，美星）の2地域に統合している． 

図-1 井原市の高齢化率及び施設 
 

表-1 アンケート調査概要 

調査名
井原市の公共交通及び持続可能性を

考えるためのアンケート調査

調査対象地域 井原市全域

配布・回収方法 無作為抽出後、郵送配布・郵送回収

調査時期 2011年12月

配布票数 1,500票

回収票 881票

回収率 58.7%

主な調査項目

●個人属性
●日常の買物・通院行動
●公共交通・移動販売等の利用状況
●公共交通・移動販売等の活用意向
●買物・医療に関する意識

 

残差分析 : **１％有意 *５％有意
(+)：割合が高い (-)：低い

0% 20% 40% 60% 80% 100%

用途地域(n=186)

白地地域(n=194)

芳井中心部(n=60)

芳井郊外(n=88)

美星(n=163)

不便 どちらでもない 不便でない

**(+) **(‐)

**(‐)**(+)

**(+)**(+)

カイ二乗値 自由度 Ｐ　値

41.1212 8 0.000**

図-2 居住地別不便状況（買物） 
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(1) 将来のサービス活用意向に関する調査項目 

将来の買物・医療サービスの活用意向に関する調査項

目を表-2に示す．ここでは，加齢などの理由で世帯での

自動車利用が困難となった場合を想定してもらい，その

際，買物及び医療それぞれ調査項目から，一対ずつ比較

してもらい，どちらのサービスをどの程度利用したいか

5段階で回答してもらっている． 

 

 (2) AHPによる重要度の算出 

居住者の買物・医療サービスの価値意識（重要度）を

把握する手法として，AHPを用いている．AHPとは，複

数の代替案（選択肢）の中から最良のものを選びたい時

に、回答者の感覚を定量化した上で合理的な決定を促す

手法であり，一対比較に矛盾が生じているサンプルを排

除できるといった利点がある． 

有効サンプルを確保するため，アンケート調査より得

られた回答結果を基に，サンプルごとに各項目の重要度，

及びコンシステンシ－指数（C.I.）を算出している．

C.I.<0.15となったサンプル（買物423サンプル，医療293

サンプル）を有効サンプルとして採用し，以下の分析に

用いている．各回答者の重要度の平均結果を，買物に関

しては図-6 に，医療に関しては図-7に示す．  

図-6，図-7に示すように，両者共に「公共交通」が最

も重視される傾向にあり，一方，知人の援助に関しては，

あまり重視されないことも読み取れる．ただし，これら

は地域全体の重要度を示したものであるため，居住地別

に詳細に傾向を把握していく必要がある．そこで次節で

は，買物サービスでは「公共交通」「移動販売」，医療

サービスでは「公共交通」「在宅医療」といった比較的

重要度の高い2種類のサービスに着目して分析していく． 

表-2 将来のサービス活用意向に関する調査項目 

分類 調査項目

買物

・公共交通を利用し，好きな店舗で買物する

・地域を巡回する移動店舗を利用し，自宅近くで買物する

・インターネットやカタログを用いて商品を購入する

・知人や親類に相品を買って来てもらう

医療

・公共交通を利用し，病院で診察を受ける

・医師が自宅へ訪問する在宅医療を利用する

・インターネットやテレビ電話を利用した遠隔診断を受ける

・知人や親類に病院まで送迎してもらい診察を受ける

 

残差分析 : **１％有意 *５％有意
(+)：割合が高い (-)：低い

0% 20% 40% 60% 80% 100%

用途地域(n=178)

白地地域(n=187)

芳井中心部(n=58)

芳井郊外(n=82)

美星(n=156)

不便 どちらでもない 不便でない

**(+)

**(‐)

**(‐)

*(‐)

**(+)

**(+)

カイ二乗値 自由度 Ｐ　値

30.6396 8 0.000**

図-3 居住地別不便状況（医療） 
 

39.3% 24.5% 12.3% 23.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通 在宅医療 遠隔医療 知人援助

N=293

図-7 各サービスの重要度算出結果（医療） 
 

36.9% 27.9% 20.6% 14.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通 移動販売 宅配サービス 知人援助

N=423

図-6 各サービスの重要度算出結果（買物） 
 

残差分析 : **１％有意 *５％有意
(+)：割合が高い (-)：低い

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5分以内(n=140)

6～10分(n=164)

11～15分(n=117)

16～20分(n=59)

21分以上(n=67)

不便 どちらでもない～不便でない

*(‐)

**(+)

*(+)

**(+)

**(+)

**(‐)

**(‐)

**(‐)

カイ二乗値 自由度 Ｐ　値

54.2916 4 0.000**

図-5 車利用者の所要時間別不便状況（医療） 
 

残差分析 : **１％有意 *５％有意
(+)：割合が高い (-)：低い

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5分以内(n=129)

6～10分(n=185)

11～15分(n=109)

16～20分(n=62)

21分以上(n=54)

不便 どちらでもないor不便でない

**(+)

**(‐)

**(‐)

**(‐)

**(‐)

**(‐)

**(+)

**(+)

**(+)

**(+)

カイ二乗値 自由度 Ｐ　値

64.6889 4 0.000**

図-4 車利用者の所要時間別不便状況（買物） 
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 (3) 各サービスの重要度に影響を及ぼす要因分析 

ここでは，前節において算出した有効サンプルごとの

重要度に着目し，買物・医療それぞれにおいて提示した

各サービスの重要度に影響を及ぼす要因について，数量

化Ⅰ類を用いて分析する．前節で算出したサンプルごと

の重要度を目的変数とし，年齢や世帯構成等を説明変数

に用いて分析した結果を図-8，図-9に示す．なお，ここ

ではC.I.<0.15となった有効サンプルの内，アンケートの

回答結果より住所データが得られたサンプル（買物：

‐0.15 ‐0.05 0.05 0.15‐0.15 ‐0.05 0.05 0.15 ‐0.15 ‐0.05 0.05 0.15‐0.15 ‐0.05 0.05 0.15

公共交通 移動販売

ネット
利用状況

0.3363
0.1131

0.3536
0.1250

中心部 郊外部

公共交通 移動販売

0.4908
0.2408

0.6025
0.3630

（重要度）

高低

重相関係数
重相関係数の2乗

自由に
使える車

年齢

49歳以下(n=32,10)

50～64歳(n=45,27)

65～74歳(n=34,14)

75歳以上(n=15,12)

夫婦(n=45,16)

二世代(n=59,25)

三世代(n=22,22)

ある(n=117,59)

なし(n=9,4)

5分以内(n=45,8)

6～10分(n=49,11)

11～15分(n=214,12)

16分以上(n=11,32)

5分以内(n=85,30)

6～10分(n=30,12)

11分以上(n=11,21)

利用している(n=74,26)

利用していない(n=52,37)

利用店舗まで
の所要時間

最寄りバス停ま
での所要時間

世帯構成

（n=中心部，郊外部）
 

図-8 買物サービスに関する重要度の要因分析 
 

‐0.15 ‐0.05 0.05 0.15‐0.15 ‐0.05 0.05 0.15‐0.15 ‐0.05 0.05 0.15‐0.15 ‐0.05 0.05 0.15

49歳以下(n=15,8)

50～64歳(n=29,18)

65～74歳(n=29,11)

75歳以上(n=3,10)

夫婦(n=30,12)

二世代(n=36,22)

三世代(n=10,13)

所有(n=69,41)

なし(n=7,6)

5分以内(n=25,6)

6～10分(n=17,10)

11～15分(n=15,13)

16分以上(n=19,18)

5分以内(n=51,21)

6～10分(n=15,14)

11分以上(n=10,12)

利用している(n=34,17)

利用していない(n=42,30)

公共交通 在宅医療

ネット
利用状況

中心部 郊外部

公共交通 在宅医療（重要度）

高低

最寄りバス停ま
での所要時間

利用店舗まで
の所要時間

重相関係数
重相関係数の2乗

世帯構成

自由に
使える車

年齢

0.5483
0.3006

0.5244
0.2750

0.4081
0.1666

0.4410
0.1945

（n=中心部，郊外部）
 

図-9 医療サービスに関する重要度の要因分析 
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344サンプル，医療：230サンプル）のみを分析に用いて

いる．サンプル数の少ない変数においては，サンプルの

統合や除外を行っている． 

図-8より，年齢が買物サービスに及ぼす影響力は大き

いことが読み取れ，中心部よりも郊外部の方がその傾向

が強いことがわかる．また，中心部・郊外部共に高齢層

ほど「公共交通」を重視する傾向がある他，郊外部にお

いては若年層ほど「移動販売」を重視することが明らか

となった． 

図-9より，年齢に着目すると中心部では，高齢層ほど

「公共交通」を重視するのに対し，郊外部では高齢層ほ

ど「在宅医療」を重視する傾向が見られる．この点につ

いては，郊外部の高齢層は移動の負担から「在宅医療」

を重視する傾向が強いのではないかと考えられる． 

また，買物・医療サービスそれぞれについて「公共交

通」に着目して比較すると，郊外部の高齢層においては，

買物では「公共交通」を重視するのに対し，医療では重

視されない傾向が見られる．この点については，そもそ

も医療サービスでは買物サービスと異なり，病気や風邪

等といった体調面を考慮して選好されることが影響して

いるものと考えられる． 

 

7. まとめ 

 

本研究では，買物・医療といった活動目的の違いによ

って不便さの感じ方が異なる傾向が明らかとなった．特

に，居住地の影響については，活動目的により許容範囲

が異なることが示されている．また，年齢が買物サービ

スや医療サービスの活用意向に及ぼす影響力も大きいこ

とが示されたが，中心部と郊外部でも活用意向が多少異

なることも明らかとなった． 

また，医療サービスに関する意向は，中心部と郊外部

で傾向が異なっており，中心部の高齢層では公共交通を

重視するのに対して，郊外部の高齢層は公共交通を重視

しない傾向が示された． 

これらの結果は，サービスを享受する頻度（買いもの

頻度，通院頻度など）の違い，地域で期待するサービス

レベルの違いなど，地域による現在の生活水準の違いが

反映されていることが想像される．よって，地域で提供

すべきモビリティやサービスの内容・水準もその期待レ

ベル・内容にあわせて変更していく必要があると考えら

れる．  
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